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C0201-1　産業大分類別常住地・従業地別就業者数

表２-１-１　産業大分類別常住地・従業地別就業者数

■常住地 （平成12,17,22,27年、令和2年国勢調査産業分類別就業者数常住地別就業者数をもとに作成）

就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

A．農 業 ， 林 業 5,775 11.3 5,875 11.3 4,237 8.6 4,187 8.6 3,800 7.9

旧分類：A.農業 5,752 11.2 5,851 11.3 4,185 8.5 4,121 8.5 3,729 7.8

旧分類：B.林業 23 0.0 24 0.0 - - -

Ｂ．漁 業 80 0.2 53 0.1 44 0.1 52 0.1 39 0.1

5,855 11.4 5,928 11.4 4,281 8.7 4,239 8.7 3,839 8.0

C. 鉱 業 106 0.2 50 0.1 34 0.1 37 0.1 26 0.1

D. 建 設 業 5,425 10.6 4,712 9.1 3,639 7.4 3,555 7.3 3,498 7.3

E. 製 造 業 13,533 26.4 11,722 22.6 10,040 20.3 9,937 20.5 9,571 19.9

19,064 37.2 16,484 31.8 13,713 27.8 13,529 27.9 13,095 27.2

F. 電気・ガス・熱供給・水道業 271 0.5 237 0.5 267 0.5 252 0.5 282 0.6

G. 情 報 通 信 業 610 1.2 528 1.1 544 1.1 608 1.3

H. 運 輸 業 2,151 4.1 2,168 4.4 2,059 4.2 2,093 4.4

I. 卸 売 ・ 小 売 業 9,422 18.4 8,214 15.8 7,412 15.0 7,091 14.6 7,123 14.8

J. 金 融 ・ 保 険 業 986 1.9 878 1.7 846 1.7 816 1.7 755 1.6

K. 不 動 産 業 218 0.4 271 0.5 414 0.8 528 1.1 522 1.1

L.
学 術 研 究 ， 専 門
・ 技 術 ｻ ｰ ビ ｽ 業

1,234 2.5 1,188 2.4 1,305 2.7

M. 宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 2,460 4.7 2,616 5.3 2,669 5.5 2,439 5.1

N.
生 活 関 連 サ ー ビ
ス 業 ， 娯 楽 業

1,612 3.3 1,578 3.3 1,507 3.1

O. 教 育 ， 学 習 支 援 業 1,983 3.8 2,046 4.1 2,069 4.3 2,155 4.5

P. 医 療 ， 福 祉 4,620 8.9 5,398 10.9 6,419 13.2 6,764 14.1

Q. 複 合 サ ー ビ ス 事 業 738 1.4 495 1.0 688 1.4 677 1.4

R.
サービス業（他に分類され
ないもの）

5,307 10.2 2,301 4.7 2,286 4.7 2,195 4.6

S.
公務（他に分類されるもの
を除く）

1,400 2.7 1,392 2.7 1,310 2.7 1,373 2.8 1,357 2.8

26,212 51.1 28,861 55.6 28,647 58.0 29,560 60.9 29,782 62.0

T. 分 類 不 能 117 0.2 634 1.2 2,760 5.6 1,175 2.4 1,342 2.8

51,248 100.0 51,907 100.0 49,401 100.0 48,503 100.0 48,058 100.0

平　成　17　年 平　成　22　年 令　和　2　年平　成　12　年

合 計

第 ２ 次 産 業 合 計

第 ３ 次 産 業 合 計

産 業 大 分 類

第 １ 次 産 業 合 計

平　成　27　年

11,565 22.6

2,350 4.6

本市の令和2年の常住地による就業者数は48,058人で、 総人口に対する就業率は51.0％である。 産業
別就業人口の構成比は､ 第１次産業8.0％､第２次産業27.2％、第３次産業62.0％となっており、第３次産
業の就業者数の割合が最も高くなっている。 業種別では製造業19.9％、卸売・小売業14.8％、医療，福祉
14.1％などとなっており、この3業種で約5割を占めている。
平成12年から令和2年にかけての産業別就業人口の推移を見ると､第１次産業は2,016人、構成比で

3.4pt減少、第２次産業は5,969人、構成比で10.0ptの減少となっている。第３次産業は平成12年から令和2
年までの20年間で就業者数は3,570人、構成比では10.9pt増加した。
令和2年の従業地による就業者数は42,752人で産業別就業人口の構成比は､ 第１次産業9.0％､第２次

産業31.8％、第３次産業56.3％となっており、第３次産業の就業者数の割合が最も高くなっている。 業種
別では製造業25.6％、卸売・小売業14.3％、医療，福祉14.0％などとなっている。
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表２-１-２　産業大分類別常住地・従業地別就業者数
■従業地 （平成12,17,22,27年、令和2国勢調査産業分類別就業者数従業地別就業者数をもとに作成）

就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

A．農 業 ， 林 業 5,781 12.7 5,859 12.7 4,248 9.8 4,180 9.6 3,798 8.9

旧分類：A.農業 5,761 12.7 5,839 12.7 4,204 9.7 4,127 9.5 3,744 8.8

旧分類：B.林業 20 0.0 20 0.0 - - -

Ｂ．漁 業 85 0.2 63 0.1 52 0.1 58 0.1 44 0.1

5,866 12.9 5,922 12.9 4,300 9.9 4,238 9.8 3,842 9.0

C. 鉱 業 116 0.3 66 0.1 49 0.1 37 0.1 33 0.1

D. 建 設 業 4,512 9.9 3,788 8.2 2,843 6.6 2,599 6.0 2,604 6.1

E. 製 造 業 14,642 32.3 12,946 28.2 10,690 24.7 11,647 26.9 10,961 25.6

19,270 42.5 16,800 36.5 13,582 31.3 14,283 32.9 13,598 31.8

F.
電気・ガス・熱供給・水
道業

170 0.4 129 0.3 134 0.3 126 0.3 143 0.3

G. 情 報 通 信 業 198 0.4 230 0.5 230 0.5 307 0.7

H. 運 輸 業 1,508 3.3 1,664 3.8 1,493 3.4 1,520 3.6

I. 卸 売 ・ 小 売 業 7,492 16.5 6,577 14.3 6,101 14.1 6,056 14.0 6,094 14.3

J. 金 融 ・ 保 険 業 509 1.1 438 1.0 493 1.1 424 1.0 399 0.9

K. 不 動 産 業 162 0.4 194 0.4 331 0.8 374 0.9 391 0.9

L.
学 術 研 究 ， 専 門
・ 技 術 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 業

1,041 2.4 890 2.1 1,036 2.4

M. 宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 2,236 4.9 2,443 5.6 2,444 5.6 2,233 5.2

N.
生 活 関 連 サ ー ビ
ス 業 ， 娯 楽 業

1,457 3.4 1,486 3.4 1,332 3.1

O. 教 育 ， 学 習 支 援 業 4,089 8.9 1,316 3.0 1,370 3.2 1,473 3.4

P. 医 療 ， 福 祉 1,293 2.8 4,773 11.0 5,619 13.0 5,970 14.0

Q. 複 合 サ ー ビ ス 事 業 714 1.6 494 1.1 681 1.6 625 1.5

R.
サービス業（他に分類さ
れないもの）

4,340 9.4 1,506 3.5 1,561 3.6 1,583 3.7

S.
公務（他に分類されるも
のを除く）

968 2.1 960 2.1 952 2.2 1,006 2.3 945 2.2

20,134 44.4 22,676 49.3 22,935 52.9 23,760 54.8 24,051 56.3

T. 分 類 不 能 101 0.2 573 1.2 2,515 5.8 1,068 2.5 1,261 2.9

45,371 100.0 45,971 100.0 43,332 100.0 43,349 100.0 42,752 100.0

令　和　2　年

第 １ 次 産 業 合 計

第 ２ 次 産 業 合 計

産 業 大 分 類
平　成　12　年 平　成　17　年 平　成　22　年 平　成　27　年

1,609 3.5

第 ３ 次 産 業 合 計

合 計

9,224 20.3
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図２-１　産業大分類別常住地・従業地別就業者数

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H12 H17 H22 H27 R2

産業大分類別人口の推移(常住地)

第１次産業 第２次産業 第３次産業

（人）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R2

H27

H22

H17

H12

産業大分類別人口構成比の推移(常住地)

第１次産業 第２次産業 第３次産業

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H12 H17 H22 H27 R2

産業大分類別人口の推移(従業地)

第１次産業 第２次産業 第３次産業

（人）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R2

H27

H22

H17

H12

産業大分類別人口構成比の推移(従業地)

第１次産業 第２次産業 第３次産業

20



農業，林業

7.9%

漁業

0.1%
鉱業

0.1%

建設業

7.3%

製造業

19.9%

電気・ガス・熱

供給・水道業

0.6%

情報通信業

1.3%運輸業

4.4%卸売・小売業

14.8%

金融・保険業

1.6%

不動産業

1.1%

学術研究，専門

・技術ｻｰﾋﾞｽ業

2.7%

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業

5.1%

生活関連サービ

ス業，娯楽業

3.1%

教育，学習支援業

4.5%

医療，福祉

14.1%

複合サービス事業

1.4%

サービス業（他に

分類されないもの）

4.6%

公務（他に分類

されるものを除く）

2.8% 分類不能

2.8%

図２-２ 産業大分類別人口構成比(常住地)
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C0201-2　職業大分類別常住地・従業地別就業者数
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図２-５ 職業大分類別就業者数（従業地）

令和2年の常住地による職業大分類別人口の構成比は事務従事者が17.2％と最も高くなっ
ており、 続いて生産工程従事者が16.9％、専門的・技術的従事者が16.8％、サービス職業従
事者が11.7％、販売従事者が9.4％の順となっている。

平成12年から令和2年までの推移を見ると、平成22年より職業分類が変更されているため
一概に比較することは難しいが、概ね傾向は維持されているとみられる。その中で、農林漁業
従事者は旧分類に一部の生産工程・労務作業者が加えられたにも拘らず、就業者数で2,109
人、構成比で3.6ptの減少となっている。

令和2年の従業地による職業大分類別人口の構成比は生産工程従事者が19.8％、専門
的・技術的職業従事者が16.6％、事務従事者が15.8％、サービス職業従事者が11.9％、農林
漁業従事者が8.6％の順となっている。
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2
,3

8
5

4
.8

1
,8

8
2

4
.3

2
,1

0
2

4
.3

1
,5

8
3

3
.7

2
,1

9
7

4
.6

1
,6

4
0

3
.8

Ｋ
.運

搬
・

清
掃

・
包

装
等

従
事

者
3
,0

4
1

6
.2

2
,7

4
3

6
.3

2
,9

7
4

6
.1

2
,8

1
2

6
.5

3
,3

5
7

7
.0

3
,0

8
1

7
.2

J.
分

類
不

能
の

職
業

1
1
6

0
.2

9
9

0
.2

6
3
1

1
.2

5
7
2

1
.2

Ｌ
.分

類
不

能
の

職
業

2
,7

0
9

5
.5

2
,4

8
5

5
.7

1
,1

2
2

2
.3

1
,0

3
6

2
.4

1
,2

8
9

2
.7

1
,2

2
4

2
.9

5
1
,2

4
8

1
0
0
.0

4
5
,3

7
1

1
0
0
.0

5
1
,9

0
7

1
0
0
.0

4
5
,9

7
1

1
0
0
.0

4
9
,4

0
1

1
0
0
.0

4
3
,3

3
2

1
0
0
.0

4
8
,5

0
3

1
0
0
.0

4
3
,3

4
9

1
0
0
.0

4
8
,0

5
8

1
0
0
.0

4
2
,7

5
2

1
0
0
.0

注
：
・
構

成
比

は
、

小
数

点
第

１
位

で
四

捨
五

入
し

た
た

め
、

合
計

と
内

容
の

計
が

一
致

し
な

い
場

合
も

あ
る

。
  

 ・
平

成
1
2
年

ま
で

の
数

値
は

旧
町

村
の

合
算

値
。

  
 ・

平
成

2
年

、
平

成
７

年
の

職
業

大
分

類
 I
 生

産
工

程
・
労

務
作

業
者

に
は

、
採

鉱
・
採

石
,技

能
工

,採
掘

作
業

者
を

含
む

。

令
　

和
　

2
　

年

常
住

地
に

よ
る

従
業

地
に

よ
る

平
　

成
　

1
7
　

年
平

　
成

　
2
2
　

年
職

 業
 大

 分
 類

（
職

業
新

大
分

類
）

従
業

地
に

よ
る

合
計

合
計

平
　

成
　

2
7
　

年

常
住

地
に

よ
る

従
業

地
に

よ
る

常
住

地
に

よ
る

従
業

地
に

よ
る

常
住

地
に

よ
る

従
業

地
に

よ
る

常
住

地
に

よ
る

職
 業

 大
 分

 類

平
　

成
　

1
2
　

年
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C0202-1　産業大分類別事業所、従業者数及び売上金額

4,129 
4,102 

3,941 

4,024 

3,746 

3,948 

3,763 

3,707 

31,000

32,000

33,000

34,000

35,000

36,000

37,000

38,000

39,000

40,000

41,000

3,400

3,500

3,600

3,700

3,800

3,900

4,000

4,100

4,200

H8 H13 H18 H21 H24 H26 H28 R3

（人）（事業所）

図２-６ 事業所数及び従業者数の推移

事業所数 従業員数

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成8年 平成13年 平成18年 平成21年 平成24年 平成26年 平成28年 令和3年

図２-７事業所数の規模別構成比（民営）

1～4人 5～9人 10～29人 30人～

令和3年の事業所数は3,707事業所であり、そのうち最も多い産業は卸売・小売業で808事業所、次い
で宿泊業，飲食，サービス業が468事業所、建設業が428事業所の順となっている。従業者数は39,882
人であり、製造業が最も多く11,032人、次いで卸売・小売業が7,549人、医療，福祉が6,470人、宿泊業，
飲食サービス業が3,080人の順となっている。従業者規模別では従業者数1～4人以下の事業所が2,157
事業所で58.2％を占めており、従業者数30人以上の事業所は210事業所（5.7％）となっている。

平成21年以降は経済センサスに移行し調査方法が異なるため単純に比較はできないが、事業所数は

減少する傾向が継続しているものの、従業者数は平成24年を底として増加傾向にある。
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表
２

－
３

　
産

業
大

分
類

別
事

業
所

及
び

従
業

者
数

（
事

業
所

・
企

業
統

計
調

査
（
基

準
日

：
各

年
1
0
月

1
日

）
）

産
 業

 大
 分

 類
  

 
従

業
者

規
模

別
事

業
所

数
(民

営
)

従
業

者
規

模
別

事
業

所
数

(民
営

)

1
～

5
～

1
0
～

2
0
～

3
0
～

1
～

5
～

1
0
～

2
0
～

3
0
～

4
9

1
9

2
9

4
9

1
9

2
9

Ａ
.Ｂ

.Ｃ
. 

農
  

林
  

漁
  

業
2
8

1
3

7
3

3
2

2
4
6

2
7

8
8

8
1

1
1

2
4
5

Ｄ
．

鉱
業

1
0

2
-

3
2

3
-

2
0
5

1
1

2
1

2
4

2
-

-
2
0
1

Ｅ
．

建
設

業
6
6
3

4
0
9

1
6
2

6
0

1
5

1
7

-
3
,7

9
9

6
3
1

3
8
9

1
5
6

5
1

1
7

1
8

-
-

3
,6

8
9

Ｆ
．

製
造

業
5
3
7

1
8
9

1
2
0

9
8

3
3

9
7

-
1
2
,9

3
7

4
9
8

2
0
4

1
0
1

7
3

3
1

8
8

1
-

1
2
,4

5
9

Ｇ
．

電
気

・
ガ

ス
・

熱
供

給
・

水
道

業
7

-
-

-
-

1
6

9
3

1
0

1
-

-
-

1
-

8
1
4
0

Ｈ
．
運

輸
・

通
信

業
9
2

3
6

9
1
0

8
1
3

1
6

1
,4

8
1

8
6

2
9

1
3

7
6

1
5

1
1
5

1
,5

7
2

Ｉ．
卸

売
・

小
売

業
1
,4

8
9

1
,0

6
1

2
5
0

1
1
3

3
1

3
0

4
8
,1

4
7

1
,4

7
9

1
,0

1
8

2
4
6

1
3
2

3
8

3
9

2
4

9
,2

5
6

Ｊ．
金

融
・

保
険

業
3
5

1
4

-
1
3

3
4

1
4
4
9

3
7

1
2

6
1
3

4
2

-
-

4
1
2

Ｋ
．

不
動

産
業

1
1
5

1
0
1

1
0

4
-

-
-

2
8
3

1
3
0

1
1
3

1
2

3
1

-
1

-
3
0
4

Ｌ
．

サ
ー

ビ
ス

業
1
,1

1
7

7
5
1

1
3
7

9
5

1
9

3
0

8
5

8
,2

5
4

1
,1

5
7

7
4
3

1
6
3

8
5

3
2

4
0

1
93

9
,1

4
6

Ｍ
．公

務
3
6

-
-

-
-

-
3
6

7
9
8

3
6

-
-

-
-

-
-

3
6

8
3
6

Ｎ
．

分
類

不
能

の
産

業
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

4
,1

2
9

2
,5

7
6

6
9
5

3
9
9

1
1
1

1
9
8

1
5
0

3
6
,6

9
2

4
,1

0
2

2
,5

1
9

7
0
6

3
7
4

1
3
4

2
0
6

6
1
5
7

3
8
,2

6
0

注
：
[-

]該
当

数
字

な
し

、
[X

]秘
匿

項
目

、
[…

]未
調

査
項

目

合
計

平
　

　
成

　
　

８
 　

　
年

平
　

　
成

　
　

１
３

 　
　

年

事
業

所
数

国
 ・

地
方

公
共

団
体

従
業

者
数

事
業

所
数

国
 ・

地
方

公
共

団
体

従
業

者
数

派
遣

従
業

者
の

み
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表
２

－
４

　
産

業
大

分
類

別
事

業
所

、
従

業
者

数
及

び
売

上
金

額
（
事

業
所

・
企

業
統

計
調

査
（
基

準
日

：
平

成
1
8
年

1
0
月

1
日

)平
成

2
1
年

経
済

セ
ン

サ
ス

‐
基

礎
調

査
（
平

成
2
1
年

7
月

1
日

）
）
平

成
2
4
年

経
済

セ
ン

サ
ス

‐
活

動
調

査
（
平

成
2
4
年

7
月

1
日

）
）

従
業

者
規

模
別

事
業

所
数

(民
営

)
従

業
者

規
模

別
事

業
所

数
(民

営
)

事
業

従
業

者
規

模
別

事
業

所
数

(民
営

)

産
 業

 大
 分

 類
  

 
1
～

5
～

1
0
～

2
0
～

3
0
～

1
～

5
～

1
0
～

2
0
～

3
0
～

1
～

5
～

1
0
～

2
0
～

3
0
～

4
人

9
人

1
9
人

2
9
人

人
4
人

9
人

1
9
人

2
9
人

人
所

数
4
人

9
人

1
9
人

2
9
人

人
百

万
円

A
.

農
業

、
林

業
2
5

1
0

4
7

1
-

-
3

1
7
5

3
7

1
0

7
1
0

3
4

-
3

5
5
6

3
4

1
0

1
1

9
1

3
-

4
5
4

B
.

漁
業

7
4

1
2

-
-

-
-

3
5

8
4

2
2

-
-

-
-

4
1

6
3

1
2

-
-

-
4
6

A
,B

に
区

分
で

き
な

い
事

業
所

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

2
1

1
-

-
-

-
7

C
.

鉱
業

，
採

石
業

，
砂

利
採

取
業

8
3

1
2

1
1

-
-

1
1
7

7
2

1
2

1
1

-
-

1
0
4

5
-

2
1

1
1

-
9
6

X

Ｄ
．

建
設

業
5
5
2

3
5
8

1
3
4

4
1

1
2

7
-

-
2
,7

2
9

5
6
3

3
8
1

1
2
4

4
7

5
6

-
-

2
,6

4
4

5
1
1

3
6
0

1
0
7

3
3

8
3

-
2
,2

0
0

…

Ｅ
．

製
造

業
4
2
4

1
5
8

8
5

6
0

3
0

9
0

-
1

1
1
,7

7
8

4
1
4

1
5
2

9
2

6
3

3
7

7
0

-
-

1
0
,3

2
0

3
9
4

1
4
2

8
2

6
9

3
5

6
6

-
9
,2

7
5

6
4
9
,9

4
9

Ｆ
．

電
気

・
ガ

ス
・

熱
供

給
・

水
道

業
8

1
1

-
-

1
-

5
1
2
0

6
3

1
1

-
1

-
-

8
5

2
-

-
1

-
1

-
8
2

…

Ｇ
．

情
報

通
信

業
1
0

2
3

3
1

1
-

-
1
1
4

1
3

7
3

1
1

1
-

-
1
0
3

1
7

8
4

2
-

1
2

1
1
0

…

Ｈ
．
運

輸
業

，
郵

便
業

4
5

1
1

7
5

6
1
6

-
-

1
,0

4
5

7
9

2
1

1
3

1
2

1
0

2
2

-
1

1
,5

6
4

7
7

2
0

1
5

1
6

9
1
7

-
1
,6

5
8

…

Ｉ．
卸

売
業

，
小

売
業

9
7
3

6
3
0

1
7
4

1
0
0

2
4

3
7

-
8

7
,3

8
7

9
6
7

6
1
8

1
6
8

1
0
8

2
6

4
4

3
-

8
,1

6
5

8
8
8

5
5
8

1
6
2

1
0
1

2
4

3
7

6
7
,1

2
6

1
3
8
,7

0
1

Ｊ．
金

融
業

，
保

険
業

3
5

1
1

6
1
2

4
2

-
-

3
8
7

3
5

9
7

1
0

6
3

-
-

4
5
0

5
0

1
1

1
3

1
7

5
3

1
5
7
3

…

Ｋ
．

不
動

産
業

，
物

品
賃

貸
業

2
0
6

1
8
8

1
2

6
-

-
-

-
4
5
3

2
1
3

1
9
1

1
4

5
-

-
3

-
4
6
7

2
1
1

1
8
9

1
5

5
1

-
1

4
9
4

5
,1

5
4

Ｌ
．

学
術

研
究

，
専

門
・

技
術

サ
ー

ビ
ス

業
1
1
5

8
3

1
6

6
2

4
-

4
8
6
7

1
3
0

9
6

1
9

5
4

2
-

4
7
1
3

1
1
5

8
5

2
0

5
2

3
-

6
6
1

2
,4

4
7

Ｍ
．宿

泊
業

，
飲

食
サ

ー
ビ

ス
業

5
3
5

3
6
4

7
6

4
9

1
2

1
8

-
1
6

3
,0

5
3

5
3
7

3
4
5

9
4

4
9

2
8

1
4

2
5

3
,4

2
4

5
1
2

3
2
5

1
0
1

4
2

3
1

1
2

1
3
,2

3
3

1
1
,7

4
9

Ｎ
．
生

活
関

連
サ

ー
ビ

ス
業

，
娯

楽
業

3
4
5

2
7
3

3
4

1
1

7
6

-
1
4

1
,5

0
7

3
4
1

2
7
6

2
7

2
4

2
8

-
4

1
,5

6
4

3
3
1

2
6
8

2
9

2
2

2
8

2
1
,5

2
7

2
2
,0

5
3

O
．

教
育

，
学

習
支

援
業

1
6
4

1
0
2

1
3

1
3

1
-

4
4

7
0
4

1
5
8

1
0
4

9
4

1
1

2
3
7

3
1
3

1
1
8

1
0
0

9
4

2
1

2
3
2
3

…

Ｐ
．

医
療

，
福

祉
2
4
8

9
3

5
9

2
4

4
2
3

-
4
5

3
,7

5
4

2
7
4

9
6

7
3

4
0

8
2
4

1
3
2

3
,9

8
6

2
5
6

9
5

7
5

4
5

1
2

2
9

-
4
,8

3
2

3
5
,7

7
2

Ｑ
．
複

合
サ

ー
ビ

ス
事

業
4
9

3
0

7
1

6
5

-
-

5
9
6

4
4

2
3

1
1

1
4

4
1

-
4
4
6

2
8

2
2

2
-

-
4

-
2
6
7

…

R
.

サ
ー

ビ
ス

業
（
他

に
分

類
さ

れ
な

い
も

の
）

1
5
8

1
0
9

2
4

1
6

3
2

-
4

8
5
8

1
8
2

1
2
6

2
9

1
4

4
6

1
2

1
,1

5
5

1
8
9

1
3
1

2
9

2
0

2
5

2
1
,1

2
3

…

S
.

公
務

（
他

に
分

類
さ

れ
る

も
の

を
除

く
）

3
4

-
-

-
-

-
-

3
4

8
1
2

1
6

-
-

-
-

-
-

1
6

8
4
2

合
　

　
　

　
　

　
　

計
　

　
　

　
　

3
,9

4
1

2
,4

3
0

6
5
7

3
4
6

1
1
6

2
1
4

0
1
7
8

3
6
,4

9
1

4
,0

2
4

2
,4

6
4

6
9
4

3
9
8

1
4
0

2
1
1

1
3

1
0
4

3
6
,9

4
2

3
,7

4
6

2
,3

2
8

6
7
8

3
9
4

1
3
5

1
9
4

1
7

3
4
,0

8
7

9
4
6
,6

0
0

注
：
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]該
当

数
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な
し
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[X

]秘
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項
目

、
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]未
調

査
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目

2
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1

平
　

　
成

　
　

１
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年
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成
　

　
２

１
 　

　
年
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成
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年

事
業

所
数

派
遣

従
業

者
の

み
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C0202-2　産業中分類別工業出荷額

　　　注：・平成１4年以降は従業者4人以上の事業所

表２-６ 工業出荷額（令和3年) 令和3年経済構造実態調査(令和4年6月1日調査)

項　　　　目 工 業 出 荷 額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値 構成比(％)

食 料 品 27,232          26,034          5.8
飲 料 ・ た ば こ ・ 飼 料 39,682          37,937          8.5
繊 維 147              141              0.0
木 材 ・ 木 製 品 （ 家 具 を 除 く ） 294              281              0.1
家 具 ・ 装 備 品 475              454              0.1
パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 8,976            8,581            1.9
印 刷 ・ 同 関 連 324              310              0.1
化 学 χ χ
石 油 製 品 ・ 石 炭 製 品 χ χ
プラスチック製品（別掲を除く） 16,240          15,526          3.5
ゴ ム 製 品 579              554              0.1
な め し 革 ・ 同 製 品 ・ 毛 皮 - - -
窯 業 ・ 土 石 製 品 2,520            2,409            0.5
鉄 鋼 χ χ -
非 鉄 金 属 510              488              0.1
金 属 製 品 6,506            6,220            1.4
は ん 用 機 械 器 具 44,085          42,146          9.4
生 産 用 機 械 器 具 168,753        161,332        35.9
業 務 用 機 械 器 具 703              672              0.1
電子部品・デバイス・電子回路 54,635          52,232          11.6
電 気 機 械 器 具 22,469          21,481          4.8
情 報 通 信 機 械 器 具 27,172          25,977          5.8
輸 送 用 機 械 器 具 42,407          40,542          9.0
そ の 他 1,053            1,007            0.2

合　　　　計 469,494        448,847        100.0
単位:百万円 

注：・デフレータ補正値は、令和2年を100とした国内企業物価指数(総平均）で補正した数値

秘匿値χを含むため内訳と合計は一致しない

100,000
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300,000
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1,000,000

H5 H6 H7 H8 H9 H10H11H12H13H14H15H16H17H18H19H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30 R1 R2 R3

（百万円）
図２-８ 工業出荷額の推移

出荷額

ﾃﾞﾌﾚｰﾀ

補正値

令和3年工業出荷額 448,847百万円

本市の令和3年の工業出荷額（実質(ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値)）は、448,847百万円であり、工業出荷額の上位
の業種は、生産用機械器具168,753百万円、電子部品・デバイス・電子回路54,635百万円、はん用機械
器具44,085百万円となっている。

また、工業出荷額（実質(ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値)）の近年の推移をみると、新型コロナウイルス感染症の流行に
伴い増加傾向から減少に転じたが、令和3年度は再度増加に転じている。なお、平成24年の出荷額の
減少は、情報通信機械器具でそれまで出荷額に計上されていた海外工場分の出荷額が非計上となっ
たためであり、実態としては概ね横ばいで推移している。
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表２－７　工業出荷額の推移

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

出 荷 額
ﾃﾞﾌﾚｰﾀ
補正値

平成５年 14,494,480 14,072,311 8,568,416 8,318,850 3,476,540 3,375,282 2,819,610 2,737,485 2,391,724 2,322,062 31,750,770 30,825,990

平成６年 13,937,664 13,758,800 8,058,141 7,954,730 3,610,542 3,564,207 2,239,908 2,211,163 2,417,621 2,386,595 30,263,876 29,875,495

平成７年 16,597,836 16,531,709 8,077,498 8,045,317 3,610,349 3,595,965 3,056,201 3,044,025 2,035,422 2,027,313 33,377,306 33,244,329

平成８年 18,469,027 18,693,347 7,643,495 7,736,331 3,471,254 3,513,415 3,396,587 3,437,841 2,040,928 2,065,717 35,021,291 35,446,651

平成９年 24,973,214 25,123,958 8,243,634 8,293,394 3,325,404 3,345,477 3,483,562 3,504,590 2,034,217 2,046,496 42,060,031 42,313,914

平成１０年 25,066,618 25,604,308 8,232,754 8,409,350 3,465,193 3,539,523 3,622,133 3,699,829 1,739,219 1,776,526 42,125,917 43,029,537

平成１１年 32,681,115 33,866,440 8,066,818 8,359,397 3,451,069 3,576,237 4,245,216 4,399,188 1,704,556 1,766,379 50,148,774 51,967,641

平成１２年 43,002,894 44,516,453 9,255,676 9,581,445 3,157,319 3,268,446 4,884,272 5,056,182 1,757,431 1,819,287 62,057,592 64,241,814

平成１３年 46,737,836 49,562,923 7,571,913 8,029,600 2,599,167 2,756,275 5,289,281 5,608,994 1,566,069 1,660,731 63,764,266 67,618,522

平成１４年 35,667,395 38,601,077 6,423,426 6,951,760 2,335,772 2,527,892 5,409,724 5,854,680 1,455,194 1,574,885 51,291,511 55,510,293

平成１５年 42,774,998 46,697,596 6,705,511 7,320,427 2,439,099 2,662,772 5,755,373 6,283,158 1,464,009 1,598,263 59,138,990 64,562,216

平成１６年 44,734,599 48,205,387 8,272,078 8,913,877 2,790,302 3,006,791 6,082,610 6,554,537 1,352,006 1,456,903 63,231,595 68,137,495

平成１７年 86,138,347 91,248,249

平成１８年 85,633,658 88,739,542

平成１９年 95,545,769 97,396,299

平成２０年 81,144,925 79,088,621

平成２１年 62,283,914 64,078,101

平成２２年 75,904,143 78,171,105

平成２３年 64,769,678 65,756,018

平成２４年 39,051,400 39,970,727

平成２５年 39,997,173 40,442,035

平成２６年 39,830,404 39,049,416

平成２７年 45,121,128 45,256,899

平成２８年 43,145,118 44,849,395

平成２９年 47,103,243 47,869,149

平成３０年 51,026,544 50,521,331

令和元年 45,925,924 45,381,348

令和２年 39,819,951 39,819,951

令和３年 46,949,368 44,884,673

注：デフレータ補正値は、令和2年を100とした企業物価指数で補正。 単位:万円

（工業統計調査(各年12月31日調査)平成24,28年,令和3年経済センサス活動調査、令和3年経済構造実態調査
(平成29年以降は翌年6月1日に調査実施)）

安曇野市（旧町村合算）豊科地域 穂高地域 三郷地域 明科地域堀金地域
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表２－８　工業出荷額の推計値

年
就業人口

（人）
工業出荷額
（百万円）

2016 448,494

2017 478,691

2018 505,213

2019 453,813

2020 398,200

2025 47,191 338,343

2030 45,589 326,857

2035 43,727 313,507

2040 41,585 298,150

※2016（H28）～2020（R2）は実績値

H24～R2工業統計による

安曇野市の将来就業人口×A×B×C＝将来工業出荷額（推計値）

使用した数値

A：就業している安曇野市民に対する、安曇野市で就業している
人の比率

B：就業している安曇野市民に対する、製造業についている人の
比率

C：製造業の就業者一人当たりの工業出荷額

推計に使用した項目 算出根拠

88.7%

20.2%

40.0（百万円）

H17～R2国勢調査による

H27,R2国勢調査による

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000
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（百万円） 図２―９ 工業出荷額の将来推計（2025以降）

（年）
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C0202-3　産業中分類別商業販売額

表２-９ 商業販売額（令和2年) (令和3年経済センサス活動調査)

項　　　目 販売額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値 構成比(％)

各 種 商 品 卸 売 業 χ χ -

繊維・衣服等卸売業 χ χ -

飲 食 料 品 卸 売 業 6,915 6,915 3.1

建 築 材 料 等 卸 売 業 27,242 27,242 12.1

機 械 器 具 卸 売 業 66,306 66,306 29.5

そ の 他 の 卸 売 業 χ χ -

卸 売 業 計 131,872 131,872 58.6

各 種 商 品 小 売 業 χ χ -

繊維・衣服・身の回品小売り業 4,516 4,516 2.0

飲 食 料 品 小 売 業 29,712 29,712 13.2

機 械 器 具 小 売 業 15,103 15,103 6.7

そ の 他 の 小 売 業 χ χ -

無 店 舗 小 売 業 4,874 4,874 2.2

小 売 業 計 93,092 93,092 41.4

合 計 224,964 224,964 100.0
単位:百万円 

注：・デフレータ補正値は、令和2年を100とした全国（総合）消費者物価指数で補正した数値
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図２-10 業種別販売額の推移（ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値）

小売業 卸売業 商業販売額

本市の令和2年の商業販売額（実質(ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値)）は224,964百万円で、その内訳は卸売業
131,872百万円、小売業93,092百万円となっている。

また、平成26年以降は調査が経済センサスに移行しているため単純比較は難しいが、商業販売額
（実質(ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値)）の推移をみると、平成24年に落ち込んだ後、平成19年調査以上の水準まで回
復している。
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表２-１０　商業販売額の推移（卸売＋小売） （商業統計調査(各年6月1日調査)平成24,28,令和3年経済センサス活動調査）

販 売 額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値 販 売 額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値 販 売 額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値 販 売 額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値 販 売 額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値 販 売 額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値

平成５年 32,915 34,503 52,597 55,133 12,731 13,345 12,799 13,416 11,502 12,057 122,544 128,453

平成８年 42,932 44,720 55,027 57,320 15,591 16,241 13,579 14,145 10,442 10,877 137,571 143,303

平成10年 51,751 52,646 53,725 54,654 16,329 16,611 22,008 22,388 9,874 10,044 153,687 156,345

平成１３年 68,436 70,772 51,608 53,369 14,657 15,158 22,037 22,789 8,932 9,237 165,670 171,324

平成１５年 67,821 71,017 50,147 52,510 16,839 17,632 27,267 28,552 8,328 8,720 170,402 178,431

平成１８年 169,013 176,977

平成２３年 128,629 136,115

平成２５年 161,469 170,146

平成２７年 178,566 181,839

令和２年 224,964 224,964

単位:百万円

表２-１１　商業販売額の推移（卸売） （商業統計調査(各年6月1日調査)平成24,28,令和3年経済センサス活動調査）

販 売 額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値 販 売 額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値 販 売 額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値 販 売 額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値 販 売 額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値 販 売 額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値

平成５年 3,205 3,360 10,779 11,299 2,283 2,393 7,452 7,811 3,214 3,369 26,933 28,232

平成８年 4,522 4,710 9,366 9,756 3,555 3,703 7,950 8,281 3,163 3,295 28,556 29,746

平成10年 10,755 10,941 10,850 11,038 4,458 4,535 16,489 16,774 2,743 2,790 45,295 46,078

平成１３年 30,764 31,814 10,146 10,492 4,943 5,112 16,488 17,051 3,138 3,245 65,479 67,714

平成１５年 33,152 34,714 10,383 10,872 6,707 7,023 17,181 17,991 3,076 3,221 70,499 73,821

平成１８年 68,268 71,485

平成２３年 48,334 51,147

平成２５年 72,839 76,753

平成２７年 84,780 86,334

令和２年 131,872 131,872

単位:百万円

表２-１２　商業販売額の推移（小売） （商業統計調査(各年6月1日調査)平成24,28,令和3年経済センサス活動調査）

販 売 額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値 販 売 額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値 販 売 額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値 販 売 額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値 販 売 額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値 販 売 額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀ補正値

平成５年 29,710 31,143 41,818 43,834 10,448 10,952 5,347 5,605 8,288 8,688 95,611 100,221

平成８年 38,410 40,010 45,661 47,564 12,036 12,538 5,629 5,864 7,279 7,582 109,015 113,557

平成10年 40,996 41,705 42,875 43,616 11,871 12,076 5,519 5,614 7,131 7,254 108,392 110,267

平成１３年 37,672 38,958 41,462 42,877 9,714 10,046 5,549 5,738 5,794 5,992 100,191 103,610

平成１５年 34,669 36,303 39,764 41,638 10,132 10,609 10,086 10,561 5,252 5,499 99,903 104,610

平成１８年 100,745 105,492

平成２３年 80,295 84,968

平成２５年 88,630 93,393

平成２７年 93,786 95,505

令和２年 93,092 93,092

注：・デフレータ補正値は、令和2年を100とした全国（総合）消費者物価指数で補正した数値 単位:百万円

　　・平成5年は7月、平成8年は6月、平成11～18年は4月から1年間の集計による（調査実施は翌年度）。

穂高地域

穂高地域

豊科地域 穂高地域 三郷地域

安曇野市（旧町村合算）豊科地域

安曇野市（旧町村合算）

豊科地域 安曇野市（旧町村合算）明科地域

明科地域

三郷地域

明科地域

堀金地域

堀金地域

堀金地域

三郷地域
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表２－１３　商業販売額の推計値

年
就業人口
（人）

商業販売額
（百万円）

2011 136,115

2013 165,609

2015 182,024

2020 224,964

2025 47,191 187,103

2030 45,589 180,751

2035 43,727 173,369

2040 41,585 164,876

※201１（H2３）～2020（R2）は実績値

推計に使用した項目 算出根拠 使用した数値

A：就業している安曇野市民に対する、安曇野市で就業している
人の比率 H17～R2国勢調査による 88.7%

安曇野市の将来就業人口×A×B×C＝将来商業販売額（推計値）

B：就業している安曇野市民に対する、卸売・小売業についている
人の比率 H17～R2国勢調査による 15.1%

C：卸売・小売業の就業者一人当たりの工業出荷額 H24～R3商業統計・経済
ｾﾝｻｽによる 29.7（百万円）
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（百万円） 図２―１１ 商業販売額の将来推計（2025以降）
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